
（ 避難器具に関する 基準）  

第 4 3 条 令別表第１ ⑴項から ⒃項ま でに掲げる 防火対象物の３ 階以上の階のう ち、二方向避難が

と れない階で、 収容人員が 1 0 人以上のも のには避難器具を 設けなければなら ない。（ う ）  

２  令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物の地階、無窓階又は３ 階以上の階に設ける 駐車の用に供さ

れる 階（ 昇降機等の機械装置によ り 車両を 駐車さ せる 構造のも のを 除く 。） のう ち、 二方向避難

がと れない階で、 車両の収容台数が 1 0 以上のも のには避難器具を 設けなければなら ない。（ え） 

３  前２ 項の規定によ り 1 1 階以上の階に設ける 避難器具は、各階に避難上有効なバルコ ニーを 附

置し た固定式のはし ご と し なければなら ない。（ う ）（ け）  

４  前項に規定する も ののほか、 第１ 項及び第２ 項の規定によ り 設ける 避難器具は、 次の各号に掲

げる 区分に従い令第 2 5 条の規定の例によ り 設置し 、 及び維持し なければなら ない。（ う ）（ え）  

⑴ 令別表第１ ⒀項及び⒁項に掲げる 防火対象物にあつては、令第 2 5 条第１ 項第３ 号の区分に

適応する も のと さ れる 避難器具（ う ）  

⑵ 前号に掲げる 防火対象物以外の防火対象物にあつては、令第 2 5 条第 1 項各号の区分によ る

当該用途に該当する も のと し て、 当該各号に適応する も のと さ れる 避難器具（ う ）  

 

【 解説】  

 本条は、令第 2 5 条の規定によ り 避難器具を 設置する こ と と なる 防火対象物及びそれ以外の防火対

象物について、 避難器具を 設置し なければなら ない範囲と その基準を 定めたも のである 。  

 

１  第１ 項は、避難階に直通する 階段が１ つだけし かない階又は階段が２ 以上あっ ても 、二方向避難

がと れない階（ 二方向避難がと れない部分を 含む。） で、 収容人員が 1 0 人以上のも のには、 当該

階に避難器具を 設置し なければなら ないこ と を 定めたも のである 。  

  ただし 、学校の場合は、二方向避難がと れない部分である 教室が、特別教室（ 理化学室、音楽室、

美術室等生徒が移動し て使用する 教室を いう 。） にあっ ては１ 以下、 普通教室にあっ ては２ 以下の

場合は二方向避難がと れる も のと し て扱う 。  

 

２  本条における 二方向避難の定義 

ア 「 二方向避難がと れない階」 に関する 解釈については、 条例第 4 3 条の解釈であっ て、 他の法

令にかかる も のではない。  

イ  二方向避難の始点は、 直通階段の出入口に通ずる 廊下又は通路に通ずる 出入口（ 扉） の出口点

（ 扉等の中心から 廊下幅の 1 /2 前進し た地点） と する 。  

ウ  「 二方向避難がと れない」 と は、 出口から 各階段等に至る 避難経路（ 動線） が重複し ている 場

合である こ と 。  

エ 「 二方向避難がと れない階」 と は、 こ れま でと 同様に、 階及び部分を いう も のと する 。  

 

 

 



【 イ メ ージ図】  

 

 

 

 

 

 

３  条例第 4 3 条の避難器具設置に関する 検討方法 

ア 二方向避難がと れない部分（ 室） がないかを 確認する 。 二方向避難の起点は、 各室の出口点と

する 。  

イ  二方向避難がと れない部分（ 室） の収容人員を 算定する 。 各テナン ト （ 室） ご と の収容人員と

し 、 1 0 人未満であれば検討は不要。  

ウ  二方向避難がと れない部分（ 室） が複数ある 場合は、 原則、 部分（ 室） ご と に二方向避難がと

れる 位置に避難器具を 設置する こ と 。 ただし 、 1 つの避難器具でそれぞれの室から 二方向避難が

確保でき る 場合は、 こ の限り ではない。  

 

テナン ト 等 

扉等の中心 

廊下幅の中心 

出口点 

【 避難経路（ 動線） の考え方】  

→扉（ 中心） と 廊下（ 中央線） を 拠点と し 、 水平、 垂直線で引く も の。  



 

（ 例１ ）  

‣ テナン ト A・ B いずれも 、 二方向避難が確保さ れている と 判定 

 

 

 

 

 

 

 

（ 例２ ）  

‣ テナン ト A は、 二方向避難が確保さ れている と 判定 

‣ テナン ト B は、 出口点から 二方向が確保さ れていないため、 避難器具の設置義務が生じ る 。  
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（ 例３ ）  

‣ テナン ト A は、 ２ 階段ま での動線が重複し ていない。  

‣ テナン ト B は、 動線がわずかに重複し ている 。  

 

 

 

 

 

 

（ 例４ ）  

‣ テナン ト 出入口に前室を 設けた場合は、 前室の扉の中心から 廊下幅の 1 /2 前進し た地点を 出口点

と する 。  

‣ 前室を 設けた場合も 、 各テナン ト （ 室） ご と の収容人員を 算出し 、 1 0 人未満であれば検討は不要。 
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（ 例５ ）  

‣ 客室１ ・ ２ は二方向避難がと れていない。  

‣ 二方向避難がと れない部分（ 室） が複数ある 場合、 室ご と の収容人員によ り 設置の要否を 判断

する 。  

 

 

  

※ 各室の収容人員が 1 0 人以上の場合 

   

（ 例６ ）  

‣ 客室１ ・ ２ は二方向避難がと れていない。  

‣ 二方向避難がと れない室が複数ある 場合、共用部等に避難器具を 設置する こ と でそれぞれの室から の

二方向避難が確保でき る 場合は、 設置数は 1 個でよ い。  

 

 

 

 

※ 各室の収容人員が 1 0 人以上の場合 
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４  令第 2 5 条第２ 項第 1 号の減免 

総務省令で定める 基準に適合する と き は、 減免でき る も のと する 。  

なお、 こ の減免の考え方については、 以下のと おり 。  

例： 令第 2 5 条第１ 項によ る 避難器具及び本条によ る 避難器具の設置義務が生じ る 場合 

→ 令第 2 5 条第２ 項第１ 号によ り 、 各避難器具の減免ができ る も のと する 。  

（ こ の場合における 減免規定（ 規則第 2 6 条第２ 項） の適用は、令、条例それぞれ別に判断する 。） 

 

（ 例） ５ 項イ （ ３ F） の防火対象物でその階の収容人員が 3 0 人以上の場合（ 屋外避難階段の設置）  

① 令第 2 5 条の規定によ り 、 階の収容人員が 3 0 人以上のため、 避難器具の設置が必要 

（ M≦1 0 0 （ 2 0 0 ） ま でに１ 個_ 1 0 0 人（ 2 0 0 人） 増すご と に１ 個追加）  

※ 特定主要構造部が耐火構造であ り 、 かつ、 避難階段又は特別避難階段が２ 以上ある も の

は（  ） 内の数字に読み替える 。  

② 本条の規定によ り 、 二方向避難がと れない部分（ 室） で、 テナン ト A の収容人員が 1 0 人

以上のため、 避難器具の設置が必要 

→ ①・ ②の避難器具は、 令第 2 5 条第２ 項第 1 号の規定（ こ の場合、 屋外避難階段） によ

り 減免する こ と ができ る 。  

 

【 避難器具（ 令第 2 5 条） の必要設置個数が１ の場合】  

１ （ 避難器具） -１ （ 屋外避難階段） ＝０  

 

【 避難器具（ 条例第 4 3 条）】の必要設置個数が１ の場合】 

１ （ 条例第 4 3 条） -１ （ 屋外避難階段） ＝０  

 

※ 二方向避難がと れない部分（ 室） が「 ２ 」 ある 場合（ 例： 同一階で収容人員が 1 0 人

以上と なる 部分（ 室） が 2 室あり 、 いずれも 条例第 4 3 条における 二方向避難が確保

さ れていない場合） は、 上記計算式が「 ２ －１ ＝１ 」 と なる ため、 条例によ る 避難器

具の設置（ 1 個） 必要と なる 。  

 

※  避難階段又は特別避難階段を 設置し た場合の個数減（ 規則第 2 6 条第２ 項）  

建築基準法施行令第 1 2 0 条・ 1 2 1 条・ 1 2 2 条によ り 必要と さ れる 直通階段を 次に

掲げる も のと し たと き は、 必要と さ れる 避難器具の数から 、 こ れら 階段の数を 引いた

数と する こ と ができ る 。 こ の場合、 当該引いた数が１ に満たないと き は、 当該階に避

難器具を 設置し ないこ と ができ る 。  

‣ 特別避難階段 

‣ 屋外に設けた避難階段 

‣ 屋内に設けた避難階段で、階段の各階又は各階の中間部ご と に直接外気に開放さ れ

た２ ㎡以上の排煙上有効な開口部があり 、 かつ、 開口部の上端は、 その階段の天井

の高さ にある こ と （ ただし 、 最上階の天井に 5 0 0 平方セン チメ ート ル以上の外気

に面し た排煙上有効な換気口がある 場合は、最上階の開口部上端は天井の高さ でな

く ても よ い。）。（ 平成 1 4 年消防庁告示第７ 号）  

 



 
 

 

５  第２ 項は、 その階の主たる 用途が駐車の用に供さ れも のであり 、 車両（ バイ ク 等二輪のも のは除

く 。） の収容台数が 1 0 以上のも ので、 二方向避難がと れない階（ 二方向避難がと れない部分を 含

む。） には、 避難器具を 設置し なければなら ないこ と を 定めたも のである が、 車両が通行する 斜路

によ り 二方向避難が可能な場合は、 こ の限り でない。  

なお、 機械装置で昇降し 、 自走によ り 駐車する 部分は、「 昇降機等の機械装置によ り 車両を 駐車

さ せる 構造のも の」 には該当し ないも のである 。  

 

６  第３ 項は、 本条によ り 1 1 階以上の階に避難器具を 設置する 場合は、 避難上有効なバルコ ニーを

附置し た固定式のはし ご を 設置し なければなら ないこ と を 定めたも のである 。こ の場合、固定式の

はし ご は、 避難上の安全性を 考慮し て、 金属製と する こ と 。  

なお、 こ の固定式のはし ご には、 はし ご 内蔵型ハッ チのも のを 含むも のと する 。 ま た、「 避難上

有効なバルコ ニー」 と は「 建築物の防火避難規定の解説 2 0 2 3 、 1 5 、 ２ 以上の直通階段を 設ける

場合、 ２ ) 、 ⑴」 に定める も のを いい、 規定は次のと おり である 。

屋外避難階段 

屋外避難階段によ り 減免 

 

テナン ト A 

（ 収容人員 1 0 人以上）  



 

「 建築物の防火避難規定の解説 2 0 2 3 、 1 5 、 ２ 以上の直通階段を 設ける 場合」  

２ ）  避難上有効なバルコ ニー等の構造 

 建基令第 1 2 1 条第１ 項第３ 号、 同項第６ 号及び第３ 項に規定する 「 避難上有効なバルコ ニー等」

の構造については、 次の構造と する こ と が望ま し い。 ま た、 こ れを 延焼のおそれのあ る 部分に設置

する こ と は可能である 。  

⑴ 避難上有効なバルコ ニーの構造 

 ① バルコ ニーの位置は、 直通階段の位置と おおむね対称の位置と し 、 かつ、 その階の各部分と

容易に連絡する も のと する こ と 。  

 ② バルコ ニーは、 その１ 以上の側面が道路等又は幅員 7 5 cm 以上の敷地内の通路に面し 、 かつ

タ ラ ッ プその他の避難上有効な手段によ り 道路等に安全に避難でき る 設備を 有する こ と 。  

 ③ バルコ ニーの面積は、 ２ ㎡以上（ 当該バルコ ニーから 安全に避難する 設備の部分を 除く 。 ）

と し 奥行の寸法は 7 5 cm 以上と する こ と 。  

 ④ バルコ ニー（ 共同住宅の住戸等に附属する も のを 除く 。 ） の各部分から ２ ｍ 以内にあ る 当該

建築物の外壁は、 耐火構造（ 準耐火建築物にあ っ ては準耐火構造） と し 、 その部分に開口部が

あ る 場合は、 特定防火設備又は両面 2 0 分の防火設備を 設ける こ と 。  

 ⑤ 屋内から バルコ ニーに通ずる 出入口の戸の幅は 7 5 cm 以上、 高さ は 1 8 0 cm 以上及び下端の

床面から の高さ は 1 5 cm 以下と する こ と 。  

 ⑥ バルコ ニーは十分外気に開放さ れている こ と 。  

 ⑦ バルコ ニーの床は耐火構造、 準耐火構造その他こ れら と 同等以上の耐火性能を 有する も のと

し 、 かつ、 構造耐力上安全なも のと する こ と 。  

 

 

７  第４ 項は、 避難器具の設置及び維持についての技術上の基準を 規定し たも のである 。  

 ⑴ 第１ 号は、本条によ り 避難器具を 設置する 令別表第１ ⒀項及び⒁項に掲げる 防火対象物につい

ては、 令第 2 5 条第２ 項の表の適用がないため、 同条第１ 項第３ 号の防火対象物に適応する も の

と さ れる 避難器具を 、 その設置基準によ り 設置する べき こ と を 定めたも のである 。  

ま た、 第２ 号は、 その他の防火対象物に避難器具を 設ける 場合は、 同条第１ 項各号の区分によ

る こ と と し ている 。  

 ⑵ その他の設置基準については、 令第 2 5 条の規定の例によ る こ と と し ている 。  


